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問題
日本の PTAは、民主主義教育を推進するために GHQの要請により第二
次世界大戦後に設立されたものであり、児童生徒の保護者が教員と学び合う
ことで教養を高め、その成果を家庭・学校・地域へ還元することを目的とし
ている。つまり、保護者は教員と対等な立場で学び、学校教育の場だけでは
なく、子どもの成長にとって重要な家庭と地域においても子どもたちを教育
することが求められているのである。PTAには、家庭・学校・地域が三位
一体となって地域の子どもたちを育む中心的役割を果たすことが期待されて
いると言っても過言ではない。しかし、子どもの入学と同時に自動的に保護
者を会員とする強制入会、役員選出をめぐる問題など PTAに関する否定的
な言説が新聞やインターネットなどのメディアにおいて語られている3。筆者
らは 2015年と 2016年に東京都内在住の公立小学校に子どもが在籍する
PTA役員未経験の父母や PTA役員経験のある母親を対象に PTA活動に関
するWeb調査を 3回行った4。それらの調査から、PTA役員経験のない父母、
PTA役員経験のある母親のいずれにおいても PTAの存在意義を認める者が
多く、退会を考えたことのある者は約 3割と少数派であることが明らかにさ
 1 東京女子大学女性学研究所プロジェクト研究（2014～2016年度）の助成を受け
て行われた研究の一部である。
 2 杏林大学保健学部
 3 朝日新聞では 2012年 1月～2013年 3月まで「どうする？」と題して PTAの会費、
上部団体、改革などの問題が取り上げられた（堀内，2012; 堀内・前田，2012など）。
 4 それぞれの調査の詳細は下島・竹下（印刷中 a）を参照されたい。
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れた（有馬・下島・竹下，2015; Arima, Shimojima, and Takeshita, 2016; 有
馬・下島・竹下，2017; 下島・竹下，印刷中 b）。また、同じく筆者らが行っ
た現役教員と元教員を対象としたインタビュー調査（以下、教員調査と表
記）5においても、PTA活動は小学校教育、とりわけ運動会などの学校行事の
遂行に欠かせないものであり、保護者の協力による学校行事の運営に教育効
果が期待されることが明らかとなった。その一方で、筆者らの一連のWeb
調査から昨今の PTA活動は、拘束時間が長く、活動内容や進め方について
検討する必要があると役員経験の有無に関わらず父母たちは考えていること
がわかった（有馬他，2015; Arima et al., 2016; 有馬他，2017; 下島・竹下，
印刷中 b）。
PTA活動の実働のほとんどを母親が担っていることは、広く知られてい
ることである。しかし、筆者らが行ったWeb調査では、PTA役員を母親が
担うべきであるという意見に賛同する母親は少なかった（有馬他，2015; 下
島・竹下，印刷中 b）。それにもかかわらず、PTAの役職や活動には父親に
よりふさわしいものと母親によりふさわしいものがあると母親たちは考えて
いる（有馬他，2017; 有馬・竹下，印刷中 a）。母親には副会長以下の役職や
役員、また学校行事の手伝いなどがふさわしいと考えられているのである。
ただし、こうした学校の下働きを母親たちが担うことを多くの母親たちは否
定的に捉えているわけではない（有馬他，2017; 有馬・竹下，印刷中 a）。子
どもの学校において母親たちが内助の功に徹する慣例は、1920年代半ば以
降に組織されていった国民学校の母の会に遡ることができる（岩竹，
2017）。また、そのような PTA活動への消極的な関わり方をする母親たち
の方が積極的な関わり方をする母親たちよりも PTA活動に対する満足度が
高いことから、活動には消極的に携わるべきであるという規範が母親たちに
共有されていることが示唆された（有馬他，2017; 有馬・竹下，印刷中 a）。
働く母親が少なかった時代には、PTA役員は専業主婦が担い、仕事を持
 5 調査の詳細については下島・竹下（印刷中 a）を参照されたい。
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つ母親は役員を免除されることが多かったといわれている。このことは筆者
らの教員調査においても確認された。しかし、元教員らによれば 2000年以
降、ワーキングマザーが増えるにつれ地域住民の結束力は弱まり、PTA役
員を積極的に引き受ける者が減少し、新学期の PTA役員の選出が難航する
ようになったという。筆者らは 2016年に行ったWeb調査の中で、役員経
験のある母親たちに本部役員・委員長・部長の経験回数、一般役員の経験回
数を尋ねた。すると、一般役員については専業主婦とワーキングマザーで経
験回数に差がなく、本部役員・委員長・部長においてはワーキングマザーの
方が専業主婦よりも経験回数が多いことが明らかにされた（有馬・竹下，印
刷中 b）。同様に、ワーキングマザーと専業主婦の直近の役員時の出校頻度
に差がないことも確認されている（有馬・竹下，印刷中 b）。つまり、働い
ているか否かに関わらず、母親たちは PTA役員に就任し役員の仕事をする
ために等しく学校に足を運んでいるのである。以上のことから、今日の公立
小学校においては、専業主婦だけではなく働いている母親も PTA活動の担
い手となっているといえる。換言すれば、今や PTA役員とは母親にとって
重要なライフイベントの 1つなのである。しかし、前述のように PTA役員
を積極的に引き受ける母親は少なく、じゃんけんやくじ引きといった偶然性
によって役員に就任する母親も多い。したがって、PTA役員を引き受けた
理由、そこで感じた満足感などは人によって異なる。筆者らが 2015年に
行ったWeb調査から母親たちの PTA活動への関わり方や評価はいくつかの
タイプに分かれることが明らかにされた（有馬他，2017; 有馬・竹下，印刷
中 a）。積極的な理由で PTA役員に就任した母親たちは PTA活動を経験す
ることで不満を感じるようになるが、消極的な理由から役員に就任した母親
たちは PTA活動を通して様々なことを得られたと感じ満足度が高かった
（有馬他，2017; 有馬・竹下，印刷中 a）。こうした結果は中山（2016）と一
致するものである。
ただし、PTA活動に役員として携わったことで得られたことに満足して
いる母親たちが必ずしも再度 PTA役員を引き受けたいと考えているわけで
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はない。彼女たちは役員任期満了後に PTA活動以外のことに時間を割きた
いと考えている（有馬他，2017; 有馬・竹下，印刷中 a）。活動負担は、母親
たちの間で「公平」であるべきだと考えられている（竹尾・神野，2016）か
らであろう。母親たちは役員を経験したことのない人が役員をすべきである
と考えているのである。筆者らは、様々な個人の事情や家庭の事情につい
て、役員を免除すべき事情であるか否かを役員経験のある母親 400名に尋
ねた（有馬・竹下，印刷中 b）。すると、重責であり拘束時間も長い本部役
員、委員長・部長であるか比較的負担が軽いクラス役員などの一般役員であ
るかにかかわらず、職業上の地位、すなわち教員であることや医師であるこ
と、またキャリアアップのための事情、すなわち資格取得のための勉強など
については、役員を免除すべき理由ではないとみなされていることがわかっ
た。一方、兄弟姉妹やその児童での「役員経験」、母親自身が重い病気にか
かっているといった「健康問題」は、役員を免除する事情として認められて
いるのである。つまり、全ての母親に当てはまる可能性の高い「役員経験」
や「健康問題」は役員免除の事情として認められやすいが、一部の母親（こ
の場合はワーキングマザー）にしか当てはまらない事情はそうではないので
ある。また、役員を免除する事情として認めるか否かの判断には、ワーキン
グマザーと専業主婦それぞれの立場が関係していることがわかった。例え
ば、「職業上の地位」や「キャリアアップの事情」については、専業主婦よ
りもワーキングマザーの方が役員を免除することにより寛容であったが、
「下の子の問題」、すなわち未就学児がいる、妊娠しているといった事情につ
いては専業主婦の方が寛容であった。以上より、ある母親が抱える事情を役
員免除に値するとみなすか否かには、それを判断する母親の立場が反映され
ると考えられる。また、そこには「公平な負担を担保する」という規範が働
いているのである。
本稿では、2016年に筆者らが行ったWeb調査において一般役員のみを経
験したことのある母親について、役員負担の公平性についてどのように考え
ているかを明らかにする。一般役員は本部役員や委員長・部長よりも負担が
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軽く人数も多いため、子どもが小学校に在籍している間にほぼ全ての母親が
経験すると推察される。したがって、一般役員選出においては、本部役員や
委員長・部長よりも「負担の公平性」という規範がより強く働くと考えられ
る。具体的には、以下の 3点を母親たちの就労の有無を考慮に入れて明ら
かにする。
①  PTA活動における母親たちの心理的経験である役員就任理由、就任時
のプレッシャー、役員経験に対する満足感。
②母親たちが役員負担の公平性という規範を重視する程度。
③ 負担の公平性という規範の順守を促進・抑制する心理的・社会的要因。
以上を明らかにすることで、PTA活動に対して母親たちが持つイメージ
や行動の規範が女性の生き方に与える影響を考察する。　
方法
調査協力者　（株）マーシュのモニターのうち、東京都在住で第一子が公立
小学校の 2～6年生の母親 400名（Mean Age＝41.22歳，SD＝5.22）。専業
主婦とワーキングマザーを 200名ずつ割りつけた。また、小学生の子ども
が複数いる場合は、全員が公立小学校に在学中であること、公立小学校で
1年以上継続して PTA役員を経験したことがあることを調査協力の条件と
した。調査協力者の居住地は、都内 23区 264名（66.0%）、23区外 136名
（34.0%）であった。また、小学生の子どもの数は、1人が 248名（62.0%）、
2人が 142名（35.5%）、3人が 10名（2.5%）であった。第一子の学齢は小学
2年生が 60名（15.0%）、3年生が 63名（15.8%）、4年生が 93名（23.3%）、
5年生が 88名（22.0%）、6年生が 96名（24.0%）であった。また、ワーキ
ングマザーの就労状況は、正規雇用が 80名で一週間当たりの平均労働時間
は 38.58時間（SD＝7.83）、非正規雇用が 120名で同じく 22.01時間（SD ＝ 
10.93）であった。
手続き　モニターの方々が個別にサイトにアクセスし、研究に関する説明
を読み、研究に参加することに同意した上で、各自のペースで設問に回答
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し、回答後に送信した。
質問項目　大別して次の 4つについて尋ねた。
①役員経験 4問：これまでの役員経験の有無、役職と回数、直近の役員時
の出校頻度（週 2回以上、週 1回、月 2～3回、月 1回、2ヶ月に 1回、そ
れ以下より 1つ選択）、役員就任理由（15項目、「全く当てはまらない」～
「非常に当てはまる」の 5件法）。
② PTA活動に対する評価 4問：役員就任時に感じたプレッシャー（7項目、
「全く感じなかった」～「非常に感じた」の 5件法）、役員経験に対する満足感
（14項目、「全くそう思わない」～「非常にそう思う」の 5件法）、今後の PTA
活動のあり方（10項目、「非常に反対」～「非常に賛成」の 5つの選択肢に
「既に行っている」を加えた 6択）、PTA活動を変える自信（「はい」「いい
え」のうち 1つ選択。「はい」と答えた人のみ、なぜ難しいと感じるのかを
200字以内で自由回答）。
③ PTA活動における「公平」感 4問：働いている母親もしくは働いていな
い母親が働いている母親に対して望む活動への携わり方（それぞれ 8項目、
「全くそう思わない」～「非常にそう思う」の 5件法）、役員が免除となる条件
（一般役員と本部・委員長それぞれについて家庭の事情 12項目と本人の事
情 20項目の計 32項目、「免除されるべき」「免除されてもよい」「免除され
るべきではない」から 1つ選択、ただしそれぞれ「その他」については提示
された条件以外のものがある場合に具体的に事情を記入し、選択肢について
も回答）、働いている母親もしくは働いていない母親と一緒に役員をして良
かったことといやだったこと（それぞれ 200字以内で自由記述）。
④心理的変数と個人属性 11問：多次元共感性尺度（鈴木・木野，2008; 24
項目、「全くあてはまらない」～「とてもよくあてはまる」の 5件法）、ゆとり
感尺度（古川・山下・八木，1993）の「時間自由性」「満足安定性」「自由奔
放性」（12項目、「全くちがう」～「全くそうだ」の 7件法）、年齢、性別、就
労の有無、就労形態と一週間当たりの労働時間、居住地、第一子の学齢、小
学生の子どもの数、小学生の子どもの在籍校の公私別）。
―91―
結果
役員経験と役員時の心理的経験
一般役員のみ経験したことのある者は 266名であった6。この母親たちの役
員経験回数は職業の有無による違いはなく（χ2（2）＝0.214, n.s.）、「1回」が
最も多かった（176名，66.2%）。また、直近の役員時の出校頻度についても
就労の有無による差はなく（χ2（3）＝2.997, n.s.）、「2ヶ月に 1回以下」（98名，
36.8%）、「月 1回」（82名、30.8%）、「月 2～3回」（66名、24.8%）の順に多
かった7。
役員就任理由の 2因子（「対人関係の理由」と「消極的な理由」）8の因子得
点を従属変数とし、就労の有無を独立変数とする分散分析を行った。いずれ
の因子においても有意な差は認められなかった（それぞれ F（1, 264）＝
0.728, n.s.; F（1, 264）＝0.013, n.s.）。なお、「卒業までに一度は引き受けなけ
ればならなかったから」（M＝4.44, SD＝1.05）は突出して平均値が高く、「学
校の様子を知りたかったから」（M＝2.97, SD＝1.37）と「子どもに関するこ
とを知りたかったから」（M＝2.74, SD＝1.33）がそれに続いた。
役員経験に対する満足感の 2因子（「PTA活動のやりがい」「人間関係の
広がり」）についても同様に分散分析を行ったところ、いずれの因子におい
ても就労の有無による差はなかった（F（1, 264）＝0.412, n.s.; F（1, 264）＝
0.009, n.s.）。
役員就任時に感じたプレッシャーは 7項目で尋ねたが、そのうち 1項目
は専業主婦とワーキングマザーで異なるワーディングであった。それは「仕
事をしている人の分まで PTAの仕事をやらなければならない」（専業主婦向
 6 本部役員経験者は 97名（24.2%）、部長・委員長経験者は 60名（15.0%）に対
し、一般役員経験者は 363名（90.7%）と圧倒的に多かった。
 7 出校頻度については、「週 2回以上」と「週 1回」を「週 1回以上」、「2ヶ月に
1回」と「それ以下」を「2ヶ月に 1回以下」とまとめ直した。
 8 「役員就任理由」を尋ねた 15項目についての因子分析の詳細は、有馬・竹下（印
刷中 b）を参照されたい。「役員経験に対する満足感」「今後の活動のあり方」
「ワーキングマザーの PTA活動への関わり方」「一般役員の免除条件」の因子分析
についても同様である。
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け）と「専業主婦の人と同じように PTAの仕事をやらなければならない」
（ワーキングマザー向け）であった9。そこで、それら 7項目について専業主
婦とワーキングマザーそれぞれの平均値を算出し分散分析を行ったところ、
ワーキングマザー（M＝3.43, SD＝0.78）は専業主婦（M＝3.21, SD＝0.78）
よりも有意にプレッシャーを感じていた（F（1, 264）＝5.204, p＜.05; 図 1）。
なお、母親たちは「他の保護者とうまくやらなければならない」（M＝3.91, 
SD＝0.93）、「他のお母さんたちと同じように PTAの仕事をきちんとこなさ
なければならない」（M＝3.72, SD＝1.03）ということを強く感じていた。
PTA活動を変えていくことは難しいと思うかという設問に対する回答に
おいても就労の有無による差は認められず、「はい」（203名，76.3%）が「い
いえ」（63名，23.7%）を大きく上回った（p＜.001）。また、今後の活動の
あり方については、「既に行っている」を選択した人が多かったのは「ポイ
ント制の導入」（28名，10.5%）、「地域の活動に PTAとして協力する」（28名，
10.5%）、「主に平日の昼間に行っている会議を土曜日や日曜日に開催する」
（27名，10.2%）、「SNSなどを活用し効率的に進める」（25名，9.4%）であっ
た。「謝金制度を導入する」は 5名（1.9%）と少なかった。
今後の活動のあり方の 4つの因子（「ポイント制の導入と運用」「地域・他
 9 調査に協力した専業主婦とワーキングマザー各 200名がそれぞれ回答した 7項
目について信頼性係数を算出したところ、専業主婦ではα＝.841、ワーキングマ
ザーではα＝.839であった。
図 1　役員就任時に感じたプレッシャー （就労の有無別）
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者とのつながり重視」「活動日時の変更」「活動の効率化」）について、分散
分析により就労の有無による差を検討したところ10、「ポイント制の導入と運
用」（F（1, 184）＝0.009, n.s.）、「地域・他者とのつながり重視」（F（1, 184）＝
1.915, n.s.）、「活動の効率化」（F（1, 184）＝0.513, n.s.）では差が認められな
かった。一方、「活動日時の変更」においては有意な差が認められた（F（1, 
184）＝16.398, p＜.001）。ワーキングマザー（M＝0.178, SD＝0.88）は開催
日時を夜や土日に変更することを望んでいるが、専業主婦（M＝－0.317, 
SD＝0.79）はそうではないことが明らかとなった（図 2）。
ワーキングマザーの PTA活動に望まれること
働く母親が増えたことで、PTA役員の引き受け手が少なくなったといわ
れている。では、ワーキングマザーはどのように PTA活動に携わりたいと
思い、専業主婦はワーキングマザーにどのように PTA活動に携わってもら
いたいと思っているのだろうか。それらを明らかにし、さらに両者の考えの
10 いずれかの項目で「既に行っている」を選択した人を除いた 262名の 10項目に
対する回答について因子分析（主因子法・プロマックス回転）を行った（詳細は
有馬・竹下（印刷中 b）を参照）。本稿での就労の有無による差の検討には、「既
に行っている」をどの項目でも選択しなかった 186名（有職 91名、無職 95名）
分のデータを用いた。
図 2　今後の PTA活動に対する考え方（就労の有無別）
―94―
違いを明らかにするために、専業主婦には「家でできることを積極的にやっ
てもらいたい」、ワーキングマザーには「家でできることを積極的に引き受
けたい」など同様の内容をそれぞれの立場を反映させたワーディングで尋ね
た。対応する各項目について分散分析を行ったところ、ワーキングマザーの
平均値が専業主婦のそれよりも高かった項目は、「PTA活動よりも仕事を優
先してよい／したい」（F（1, 264）＝10.217, p＜.01; 専M＝3.18, SD＝0.98、ワ
M＝3.57, SD＝1.05）、「中途半端に役員を引き受けないでほしい／したくな
い」（F（1, 264）＝12.147, p＜.01; 専M＝2.79, SD＝1.12、ワM＝3.27, SD＝
1.11）であった（図 3）。専業主婦の平均値がワーキングマザーのそれより
も高かった項目は、「専業主婦と同じように活動してほしい／たい」（F（1, 
264）＝44.370, p＜.001; 専M＝3.23, SD＝1.16、ワM＝2.31, SD＝1.10）と
「家でできることを積極的に引き受けてほしい／たい」（F（1, 264）＝9.265, 
p＜.01; 専M＝3.81, SD＝0.93、ワM＝3.44, SD＝1.08）であった（図 3）。 
一般役員の免除条件とそれに影響する心理的・社会的要因
PTAの一般役員を免除してもよい事情かを判断してもらった 30項目につ
図 3　ワーキングマザーの理想的なPTA活動（就労の有無別）
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いて因子分析を行ったところ、5つの因子（「職業的地位」「家族の状況」
「キャリアアップのための状況」「健康問題」「役員経験」）が抽出された11。
それぞれの因子に負荷量の高かった項目の平均値（以下、免除得点と表記）
を算出し、就労の有無を被験者間要因、一般役員の免除条件を被験者内要因
とする二元配置の分散分析を行った。すると、就労の有無の主効果（F（1, 
264）＝ 14421.537, p＜.001）が有意であり、専業主婦（M＝2.39, SD＝0.03）
はワーキングマザー（M＝2.35, SD＝0.03）よりも役員免除に対して厳しい
態度を示していた。一般役員の免除条件の主効果（F（4, 1056）＝ 334.347, p
＜.001）も有意であり、多重比較（Bonferroniの方法）から、役員免除を容
認できない事情は、「キャリアアップのための状況」（M＝2.87, SD＝0.02）＞
「職業的地位」（M＝2.75, SD＝0.03）＞「家族の状況」（M＝2.26, SD＝0.03）＞
「役員経験」（M＝2.12, SD＝0.04）＞「健康問題」（M＝1.86, SD＝0.03）であ
ることがわかった。なお、一般役員の免除条件×就労の有無の交互作用（F
（4, 1056）＝2.091, n.s.）は有意ではなかった。
つづいて、一般役員の免除条件に影響を与えている要因を明らかにするた
11 家庭の事情、個人の事情共に「その他」を除き因子分析（主因子法・プロマック
ス回転）を行った（詳細は有馬・竹下（印刷中 b）を参照）。
図 4　一般役員を免除すべきでない事情（就労の有無別）　
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めに以下の分析を行った。独立変数を役員就任理由の 2因子の因子得点、
直近の PTA役員時の出校頻度、PTA役員就任時に感じたプレッシャー、役
員経験に対する満足感の 2因子の因子得点、多次元共感性のそれぞれの因
子の平均値12、ゆとり感尺度の 3つの下位尺度の平均値13、従属変数を一般役
員の免除条件の 5因子の免除得点とし、ステップワイズ法による重回帰分析
を専業主婦とワーキングマザーそれぞれについて行った。
専業主婦においては、「職業的地位」と「キャリアアップのための状況」
に影響する変数はなかった。「家族の状況」には、「役員就任理由（対人関
係）」（β＝－.218, p＜.05）と「非冷淡」（β＝－.310, p＜.001）が負の影響を、
「役員経験に対する満足感（人間関係の広がり）」（β＝.318, p＜.01）が正の
影響を及ぼしていた（R2＝.096; 表 1参照）。つまり、役員を引き受けた理由
12 共感性は、多次元共感性尺度（鈴木・木野，2008）の 24項目によって測定し
た。「自分の信念や意見は、友人の意見によって左右されることはない」などの
6項目の得点を逆転させた上で、因子分析（主因子法・プロマックス回転）を
行った。紙幅の関係から詳細を省略するが、鈴木・木野（2008）では 5因子構
造が確認されたが、今回は 6因子構造となった。それぞれの因子に負荷量の高
い項目を考慮し、第一因子から順に、「被影響性」「他者指向的反応」「想像力」「他
者視点取得」「自己指向的反応」「非冷淡」と命名した。
13 ゆとり感は、古川・山下・八木（1993）の「ゆとり感尺度」の「時間自由性」
（5項目）、「満足安定性」（3項目）、「自由奔放性」（4項目）の合計 12項目のみで
測定した。「頭を離れない心配事がある」「労働時間が長すぎる」の 2項目の得点
を逆転させて、古川ら（1993）の分類い従い、それぞれの下位尺度の信頼性係数
を算出したところ、それぞれ α＝.779、α＝.561、α＝.586という値が得られた。
表 1　一般役員の免除条件に影響を及ぼす要因（専業主婦） 標準化回帰係数（β）
家族の状況 健康問題 役員経験
役員就任理由（対人関係） －.218*
役員経験に対する満足感（人間関係の広がり） .318**
非冷淡 －.310*** －.277***
時間自由性 .202* －.181*
標準化 R2 .096 .072 .026
* p＜.05, ** p＜.01, *** p＜.001.
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が対人関係であった人は「家族の状況」に理解を示すが、PTA活動を通し
て人間関係が広がった人や冷淡な人ほど「家族の状況」を理由に役員を免除
することに難色を示したのである。
「健康問題」には、「非冷淡」（β＝－.277, p＜.001）が負の影響、「時間自
由性」（β＝.202, p＜.05）が正の影響を及ぼしていた（R2＝.072; 表 1参照）。
冷淡な人ほど、また時間的自由が高い人ほど「健康問題」を役員免除の理由
とすることに理解を示さないのである。
「役員経験」には「時間自由性」（β＝－.181, p＜.05）が負の影響を及ぼし
ており（R2＝.026）、時間的自由がある人ほど「役員経験」を役員免除の条
件とすることに寛容であった（表 1参照）。
次に、ワーキングマザーの結果をみてみよう（表 2参照）。「職業的地位」
には、「出校頻度」（β＝.197, p＜.05）が正の影響を、「役員就任理由（消極
的理由）」（β＝－.250, p＜.01）、「想像力」（β＝－.194, p＜.05）、「非冷淡」
（β＝－.184, p＜.05）が負の影響を及ぼしていた（R2＝.145）。つまり、直近
の PTA役員時に出校頻度が高かった人ほど、また冷淡な人ほど職業を理由
に役員を免除することに理解がないが、役員を引き受けた理由が消極的であ
るほど、また想像力が豊かな人ほど職業を理由とした役員免除に寛容であっ
たのである。
「家族の状況」には、「役員就任理由（消極的理由）」（β＝－.347, p＜.001）
と「非冷淡」（β＝－.188, p＜.05）が負の影響を及ぼしていた（R2＝.107）。
つまり、役員を消極的な理由で引き受けた人ほど「家族の状況」により役員
を免除することに寛容であるが、冷淡な人ほどそうしたことを理由に役員を
免除することに難色を示したのである。
「キャリアアップのための状況」には、「役員就任理由（消極的理由）」
（β＝－.298, p＜.01）が負の影響を及ぼしており（R2＝.081）、役員を仕方な
く引き受けた人ほどキャリアアップのための状況を役員免除の理由とするこ
とに理解を示した。
「健康問題」には、「役員経験に対する満足感（人間関係の広がり）」（β＝
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－.257, p＜.01）が負の影響を及ぼしており（R2＝.058）、PTA活動を通して
人間関係が広がったことに満足している人ほど「健康問題」により役員を免
除することに賛成した。
「役員経験」には、「他者指向的反応」（β＝－.209, p＜.05）が負の影響を
与えており（R2＝.036）、他者の立場で考えることのできる人ほど「役員経
験」をその後の役員免除の条件とすることに理解を示した。
考察
本稿では、公立小学校における PTA役員のうち比較的負担が軽い「一般
役員」のみの経験者について、就労の有無を考慮に入れ以下の点を明らかに
した。第一に、PTA活動における心理的経験として役員就任理由、就任時
のプレッシャー、役員経験に対する満足感を検討したところ、役員就任理由
と満足感は就労の有無による違いはなかったが、プレッシャーにおいては
ワーキングマザーの方が専業主婦よりも感じていたことが明らかにされた。
第二に、PTA役員は公平に負担すべきであるという考えは母親たちの間
でどの程度重視されているのかを調査したところ、専業主婦はワーキングマ
ザーに自分たちと同じように PTA活動に携わることを望んでいることがわ
表 2　 一般役員の免除条件に影響を及ぼす要因（ワーキングマザー）
 標準化回帰係数（β）
職業的 
地位
家族の 
状況
キャリア
アップ
健康問題 役員経験
出校頻度 .197*
役員就任理由 
（消極的理由）
－.250** －.347*** －.298**
役員経験に対する満足感
（人間関係の広がり）
－.257**
他者指向的反応 －.209*
想像力 －.194*
非冷淡 －.184* －.188*
標準化 R2 .145 .107 .081 .058 .036
* p＜.05, ** p＜.01, *** p＜.001.
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かった。さらに、事情があれば一般役員を免除してもよいという考えを持つ
母親はほとんどおらず、「役員負担は公平に」という規範が強いことがわ
かった。この規範意識は専業主婦においてより強固であることも明らかにさ
れた。また、役員免除の条件はいくつかの種類に大別され、自身の健康上の
理由は免除理由として認められやすいことも明らかにされた。
第三に、役員免除がどのような心理的、社会的要因により促進されるの
か、あるいは阻止されるのかを検討した。すると、専業主婦とワーキングマ
ザーでは異なる要因が働いていること、他者に対する共感性や時間的ゆと
り・心のゆとりなどの心理的要因は、他の母親の事情を汲み役員免除を認め
る方向に作用するとは限らないことが示された。
以下では、母親たちの間で共有される役員負担の公平性という規範がどの
ようなものか、そうした公平性規範を逸脱することが許される事情、公平性
規範に対する順守意識が高い理由について考察し、最後に本研究の意義と今
後の展望を述べる。
調査結果は、一般役員経験のある母親たちにおいては「卒業までに一度は
引き受けなければならなかった」を就任理由とする程度が非常に高く、役員
就任時に「他の保護者とうまくやらなければならない」「他のお母さんたち
と同じように PTAの仕事をきちんとこなさなければならない」といったプ
レッシャーを強く感じることを示していた。つまり、PTAの役員負担は公
平であるべきだしそもそもそういうものであると母親たちは強く信じ、
「PTA活動における負担の公平性」という規範を母親たちは共有しているの
である。これは PTA活動へは消極的に携わるべきだという規範（有馬他，
2017; 有馬・竹下，印刷中 a）と同様に、公立小学校の PTA活動において母
親たちが守るべき暗黙のルールといえる。役員負担の公平性を担保するため
に、「ポイント制」が導入されつつあり（本稿の調査協力者においては
10.5%）、また役員が決まらない時には「くじ引き」や「じゃんけん」によっ
て役員が選出されることは広く知られている。そうした選出方法が採られる
のは、役員負担の公平性という規範を順守すべきであるという意識が強く働
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いていることを意味する。したがって、役員選出が難航すればするほど、そ
うではない時よりも一層、個々人が抱える事情を勘案し役員を免除すること
に母親たちは難色を示すようになると考えられる。
本稿の調査結果から、一般役員就任を免除してもよいと万人が認める個人
あるいは家庭の事情はないということが明らかにされた。これは本部役員や
委員長・部長経験者を含めた調査において、本部役員・委員長ならびに一般
役員を免除してもよいと考えられている事情の有無を検討した際にも同様で
あった（有馬・竹下，印刷中 b）。したがって、公立小学校において何等か
の役員を経験したことのある母親たちは、それぞれ事情を抱える中で等しく
役員を務めるべきだと考えているのではないか。とりわけ「資格取得のため
の勉強をしている」といった「キャリアアップのための状況」や「教員であ
る」「医師である」といった「職業的地位」といった個人の事情は、一般役
員を免除する理由として認められないという意見が強かった。その一方で、
「重い病気である」「持病がある」といった「健康問題」を抱えている場合や
その児童もしくは兄弟姉妹で「役員経験」がある場合には、役員を免除して
はならないという意見はそれほど強くはなかった。つまり、一部の母親たち
にしか起こりえないキャリアアップや職業の事情を PTA役員選出の場に持
ち込むことは許されないが、母親たち全員に起こりうる健康の問題や役員経
験については考慮される余地があるのである。ゆえに、役員免除の理由にお
いても母親たちは公平性を重視していると解釈できる。
本稿では、因子分析により 5つに大別された個人・家庭の事情について、
どのような心理的・社会的要因がそうした事情を PTAの一般役員を免除す
る理由として認める方向あるいは認めない方向に作用するかを回答者の就労
の有無別に検討した。すると、専業主婦とワーキングマザーでは異なる結果
が得られた。まず、就労の有無とは関係なく役員を免除してほしい理由のひ
とつとなりうる「役員経験」については、専業主婦は時間的に余裕がある人
が他の人に対して寛容になるのに対し、ワーキングマザーは他者指向的な考
え方ができる人ほど寛容であることが示された。「健康問題」においては、
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専業主婦は冷淡な人や時間的に余裕のある人ほどこれを役員免除の理由とし
て認めないことが示されたが、ワーキングマザーにおいては全く異なる要因
が働いていた。PTA活動を通して人間関係が広がったワーキングマザーほ
ど「健康問題」を役員免除の理由として認めてもよいと考えていたのであ
る。つまり、同じ事情に対して就労の有無という立場の違いによって、それ
を役員免除の理由として認めるか否かに影響する要因は異なり、さらにそれ
ぞれの事情に影響する要因は職業的立場が同じであってもその個人の心理特
性や PTA活動における経験によって異なるのである。一般的に共感性が高
いことや時間的・心理的な余裕は、他者が置かれている立場を理解すること
を促進するが、今回の調査においてはそれらの変数が必ずしもそのような働
きをしているわけではないことが示された。こうした結果は、PTAの一般
役員の免除においては、むしろ誰でも公平に分担すべきという「公平性」の
規範が強いことを示唆していよう。母親たちが「公平性」の規範に縛られて
いるから、「じゃんけん」や「くじ引き」によって役員が選出され、ひとた
び役員に就任したならば「消極的」に活動に携わるというもう一つの母親の
間で共有されている PTA役員の規範のプレッシャーを感じ、現行の PTA活
動について意見を述べ活動内容やその進め方について変革を試みることに躊
躇するのであろう。
教員の長時間労働の問題をめぐり、文部科学省は教員が担ってきた仕事の
うち授業以外の 11のものについて「教員のみが担える」「学校で教員以外が
担うべき」「学校以外が担うべき」などに分類した（朝日新聞，2017）。この
方針に従って、各学校の登下校時の見守りや校内清掃の指導などを保護者が
担うようになる可能性が高い。PTA活動の拘束時間が長いことは、母親た
ちが PTA役員を引き受けることを敬遠する最大の理由であるが（有馬他，
2015; 有馬他，2017; 下島・竹下，印刷中 b）、文科省の方針によって PTAの
活動内容が増え母親たちの負担が増えることで、活動負担の公平性は母親た
ちにとってますます順守しなければならない規範となろう。
最後に本研究の意義と今後の展望について述べる。本研究は、PTAの一
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般役員としての活動を通して仕事を持つ母親と持たない母親がどのような心
理的経験をしているのか、PTA活動において母親たちの間で共有されてい
る負担の公平性規範が強固であること、またその規範をより強固にする要因
とその規範からの逸脱を許容する要因について示すことができた。全ての母
親に起こりうる事情は役員免除の理由として容認されやすいが、ワーキング
マザーのみに起こりうる事情は容認されにくいことがわかり、PTA活動の
公平な分担については母親たちの間で強固な規範が共有されていることが示
唆された。
前述のように、今後、教員の労働時間削減のためにこれまで教員が担って
きた学校内の仕事を保護者が担うようになるだろう。そうなれば、そうした
仕事は PTA活動の一環として母親の負担となる可能性が高い。PTAの活動
量が増大する中で、母親たちはどのように対処するのだろうか。これまで通
り負担の公平性という規範を順守すべく、ポイント制度の徹底やポイント制
度に変わる新たな制度を整えるのではないか。また、公平に負担すべきとい
う規範意識をより強固なものにすることで、PTA組織としての活動量をこ
なそうとするのだろうか。あるいは負担の公平性という規範から逸脱する母
親が増えるのだろうか。活動内容の増大が母親たちを規範の順守あるいは逸
脱のいずれの方向に向かわせたとしても、母親同士の間に軋轢を生むことは
必至である。そうした軋轢を生まないような方策を母親たちだけではなく学
校サイドも考案する必要があろう。方策を考案し実施することは、子育てを
母親任せにしない社会の構築にもつながる。なぜなら、母親たちだけではこ
なすことのできない活動量が見込まれ、そのためには父親や地域の協力が欠
かせないからである。そうなれば、母親たちは母親役割のみに縛られず、自
分自身の興味関心に沿った仕事や活動、自身の能力やスキルを発揮できる仕
事や活動に従事できるのではないか。そうした母親たちの姿、また PTA活
動に新たに参加する父親たちの姿は、子どもたちにとって性別役割を覆す教
材となり、ジェンダーに縛られない職業選択を可能にするのではないか。そ
のためにも学校はこれまで以上に、母親、そして地域との意思疎通を活発に
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する必要があろう。
こうした今後の PTAの変化を見据え、母親や父親の学校との関わりや
PTA活動における父母の活動分担を検討したい。その中で、今日の PTA活
動における 2つの規範、すなわち負担の公平性と消極的な活動参加がどのよ
うに変化するかについても明らかしたい。
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